
特例措置の全国展開に関する閣議決定

成長戦略フォローアップ（令和２年7月17日閣議決定）

ⅳ）国家戦略特区の推進

国家戦略特区制度については、引き続き、岩盤規制改革に集中的に取り組んでいくととも
に、特例措置の活用から一定期間が経過し、経済効果が高く、特段の弊害のない特区の成
果については、全国展開に向けた検討を重点的に進めるなど、全国展開を加速化させる。
また、国家戦略特区制度を基礎に、AIやビッグデータなどを活用し、世界に先駆けて未来

の生活を先行実現する「まるごと未来都市」を目指す「スーパーシティ」構想の早期実現や、
地域限定型のサンドボックス制度の早期活用等を図る。
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国家戦略特別区域基本方針（平成26年2月25日閣議決定 平成30年3月30日一部変更）

１．規制改革等の施策の推進に関する基本的考え方

国家戦略特区において措置された規制の特例措置は、その実施状況等について適切な評価を行
い、当該評価に基づき、その成果を全国に広げていくことが必要である。

③評価の実施主体及び方法、手続
ウ）諮問会議による調査審議

諮問会議は、当該評価結果について調査審議した上で内閣総理大臣に必要な意見を述べるこ
ととし、特に、国家戦略特区における規制の特例措置についての調査審議に当たっては、当該規
制の特例措置を所管する府省庁（以下「規制所管府省庁」という。）からの意見を聴き、当該規制の
特例措置について、全国展開の可否、要件の見直し（拡充、是正又は廃止）の必要性等も含め検
討する。
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家事支援外国人受入事業の概要①

２

女性の活躍推進や、家事支援ニーズへ
の対応

第三者管理協議会※による管理の下、

家事支援サービス企業に雇用される

外国人の入国・在留を可能とする

家事支援活動を行う外国人は、外交官
や高度外国人材などが雇用する場合

しか、入国・在留が認められない

見直し前

見直し後

効 果

制度の趣旨 具体的事業

諸外国

利用世帯

※自治体と関係行政機関
により構成する協議会

女性の活躍、
家事負担軽減

●実施区域 東京都、神奈川県、大阪府（大阪市、豊中市、
池田市、箕面市、守口市、枚方市、寝屋川市、
門真市）、兵庫県、愛知県、千葉市

●実施時期 東 京 都 ：平成28年11月
神奈川県：平成28年３月
大 阪 府 ：平成28年６月
兵 庫 県 ：平成29年７月
愛 知 県 ：平成30年６月
千 葉 市 : 平成31年６月

●業務範囲 炊事、洗濯、掃除、買い物、
児童の日常生活上の世話等

令和２年７月31日時点
●受入企業 東 京 都 ：６事業者 神奈川県：６事業者

大 阪 府 ：４事業者 兵 庫 県 ：２事業者
愛 知 県 ：２事業者 千 葉 市 ：１事業者

家事支援サービス企業
（雇用先）

○家事代行業
○人材派遣業
○清掃サービス などが参入

（協議会設置）

兵庫県

大阪府

東京都

神奈川県

愛知県
千葉市



家事支援外国人受入事業の概要②
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国家戦略特区

第三者管理協議会

特定機関（受入企業）

・特定機関の基準
適合性の確認

・年１回の監査

利用世帯

苦情
相談

家事支援活動の
提供に係る請負契約

・定期報告
・重大問題発生時
には速やかに報告

苦情
相談 ・日本人と同等額以上の報酬額

・保証金の徴収等の禁止
・必要な研修を実施 等

関係自治体

内閣府地方創生推進事務局、地方経済産業局、
都道府県労働局、地方出入国在留管理局

連携

国家戦略特別区域会議

雇用契約

区域会議の下に設置

◆特定機関（受入企業）の要件【政令】

指針に即した措置の実施／経済的基礎／
我が国の事業実績３年以上／欠格要件の
非該当（法令違反、暴力団など）

◆家事支援活動の業務範囲【政令】

・炊事、洗濯、掃除、買物等の家事一般
・上記と併せて実施される児童の日常
生活上の世話及び必要な保護

◆家事支援を行う外国人の要件【政令】

満18歳以上／実務経験１年以上／家事支援
活動の知識・技能（送り出し国における一定
の研修の終了）／必要最低限の日本語能力

○帰国担保措置
外国人家事支援人材がやむを得ない理由により
帰国旅費を支弁できないときは、当該旅費を負担

○雇用の継続が不可能となった場合の措置
本人に責がなく、継続して本事業による在留を希望
するときは、新たな特定機関を確保するよう努める

外国人家事支援人材



家事支援外国人受入事業の進捗①

・平成27年7月に法制化し、平成29年３月より外国人材の受入れを開始。
・受け入れた人材は全国で1,000名を超え、家事支援サービスの利用世帯数及び利用回数
は年々増加傾向にあるが、更なる活用には利用世帯の裾野拡大が課題。
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家事支援外国人受入事業の進捗②

・利用者アンケートでは、家事負担の軽減や仕事の時間確保につながるなどの高評価であり
利用者の更なる裾野の拡大が期待。

増えた

出典：家事支援外国人受入事業実施事業者アンケート結果（ 2019年11月）

０
％
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潜在的な家事支援ニーズ① -共働き世帯の推移-

・平成29年の家事支援外国人材の受入開始以降も、共働き世帯の増加が継続。

出典：男女共同参画白書 令和2年版 ６



潜在的な家事支援ニーズ② -女性活躍の進捗-

・平成29年の家事支援外国人材の受入開始以降も、女性の社会進出は継続的に拡大。

出典：男女共同参画白書 令和2年版 ７



潜在的な家事支援ニーズ③ -有効求人倍率-

８出典：RESAS 家庭生活支援サービスの有効求人倍率マップ（厚生労働省「職業安定業務統計」）

家庭生活支援サービスの有効求人倍率
（2018年4月）

家庭生活支援サービスの有効求人倍率
（2019年9月）

35 家庭生活支援サービスの職業（日本標準職業分類）
個人家庭の生活を支援するための調理・育児・洗濯・掃除・介護などの仕事をいう。
以下のものはそれぞれの分類項目に分類
(1) 介護・調理などの技能的・専門的な仕事[36介護サービスの職業、39飲食物調理の職業]
(2) 個人家庭における清掃の作業[76清掃の職業]



潜在的な家事支援ニーズ④ -有効求人倍率-

・有効求人倍率は近年全国的に増加傾向。特に人口密集区域でその傾向が強い。
・コロナ禍では緩やかに減少傾向であるものの依然として高水準を維持。
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全国展開に関する経済界からの要望 -新経済連盟-

出典：2019年9月26日 新経済連盟 提言 10



全国展開に関する経済界からの要望 -日本商工会議所-

出典：2019年10月17日 日本商工会議所 提言
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全国展開に関する事業者からの聞き取り

Ａ社
・埼玉県と千葉県全域のニーズがある。例えば、千葉県では千葉市と成田市が特区に指定
されているが、市川市や浦安市、船橋市などは活用できない。

・福利厚生として割引で活用いただくため法人営業する際も、関東圏として埼玉県と千葉県
が含まれていることが条件になることがある。

Ｂ社
・口コミなどで広がっており、千葉県、埼玉県で問い合わせが多い。例えば、京浜東北線
沿いで赤羽と川口で一駅違うだけでお断りすることがある。

・著名人や富裕層などの利用の場合は、近隣の日本人家政婦よりも、外国人材のサービス
を好む方もいる。

Ｃ社
・埼玉県や千葉県全域のニーズがある。外国人材のニーズというよりは、家事支援ニーズ
そのものが大きいという認識。英語が堪能という点でのニーズは思ったよりも少ないが、
一方で、外国人を理由にお断りされるということも少ない。
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